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政治 

 
【内政】 
●大統領選の見通し【４日、９日、１１日】 

 ４日、ロガル前外相は、大統領選への立候補の意

思を表明した。「市民の署名を得て立候補するつもり

だが、野党民主党（ＳＤＳ）の支持も得ている」と述べ

た。ロガル氏は、スロベニアは初めて中道右派の大

統領を選出して飛躍する時が来たと述べた。 

９日、世論調査会社メディアナ社がデロ紙のために

行った調査によると、今大統領選挙では、弁護士で

元情報局員のピルツ・ムサル氏とロガル前外相が決

戦に進む予想となった。ナターシャ・ピルツ＝ムサル

氏は約３０％近く、ロガル元外相は２４％強の得票率

を得ることになる。与党自由運動党（ＧＳ）のコス副党

首は１６％で３位。他の候補者の得票率は３％未満で

あった。 

１１日、メディアナ社がRTVスロベニアのために行っ

た世論調査によると、弁護士のピルツ＝ムサル氏が

２３．９％と最多の支持を得ており、ロガル前外相（１６．

６％）、コスＧＳ副党首（１４．４％）がこれに続いている。 

 

●政府法改正案の国民投票署名集めは秋に予定【５

日】 

国会議長室は、野党民主党（ＳＤＳ）は９月１日から

１０月５日の間に、政府法改正に伴う政府の拡張に異 

 

議を唱える国民投票のために４万人の署名集めを開

始する予定であると述べた。５月にゴロブ首相の与党

連合が議会に政府法改正案を提出したことを受け、

政府拡大を阻止するための試みである。ＳＤＳが国民

投票で成功した場合、国民議会は今後１年間、国民

投票の決定に反する法律を通すことができなくなる。 

 

●憲法裁判所、同性間の結婚と養子縁組を合法化

【８日、１６日】 

８日、憲法裁判所は、異性間のパートナーだけが

結婚でき、同性カップルは養子を迎えられないという

法律は、差別を禁止する憲法に反していると判断し、

同性間の結婚と養子縁組を合法化した。国民議会が

法律を改正するまでに６か月間の猶予があるが、そ

れまでは同判決が法律として有効となる。 

 １６日、政府は、同性カップルの結婚や養子縁組を

禁止する規制を是正するための法改正を採択した。

家族法改正は国会においてファーストトラックで進め

られる。 

 

●ＲＴＶスロベニア関連法案【１４日、２１日、２７日】 

１４日、国民議会は、公共放送への政治的介入を

減らすために、ＲＴＶスロベニアの管理・監督モデルを

改革する法案を、賛成５３、反対２６で可決した。この

変更は、ＲＴＶのジャーナリストが編集の自主性を求

めて２度のストライキを行ったことを受けて行われた。

～７月の主なポイント～ 

 

内 政： 大統領選、１０月２３日に実施 

外 政：  ファヨン外相のウクライナ訪問 

      ゴロブ首相の訪独 

      パホル大統領、安倍元総理の逝去に際し、日本への哀悼の意を表明  

経 済： 沿岸部クラス地方の山火事 

      年間インフレ率１１％に上昇 

Slovenia Monthly July 2022 

 

スロベニア マンスリー 
発行：在スロベニア日本国大使館 発行日：2022 年 8 月 11 日 



※掲載内容は、スロベニアの報道をまとめたものです。  2 
 

同変更により、既存の番組審議会（委員２９人）と監

督委員会（委員１１人）は廃止され、市民社会と職員

を主とする１７人の委員からなるＲＴＶスロベニア審議

会に置き換えられ、市民社会と職員により多くの権限

が与えられることになる。 

２１日、前日２０日に国民評議会が拒否権を発動し

たことを受け、国民議会はＲＴＶスロベニア関連法案

の再投票を行い、賛成５０票、反対２４票で、拒否権

を無効にするための４６票を満たし、再可決した。野

党民主党（ＳＤＳ）は、国民投票の手続きを開始する

ため、約６，２００人の有権者の署名を提出した。 

２７日、ＲＴＶスロベニア法について国民投票を行う

べきとするＳＤＳの動議について、クリヴェツ国民議会

副議長はタイムフレームを設定し、９月１日から署名

を集めることができるとした。１０月５日までに４万人

分の署名が集まれば国民投票が行われることになる

が、投票日は決まっていない。クラコチャル＝ズパン

チッチ議長は、いずれの選挙の日とも一緒になること

はないと述べた。 

 

●大統領選、１０月２３日に実施【２０日】 

２０日、クラコチャル＝ズパンチッチ国民議会議長

は、第５代大統領を選出するための第１回選挙を１０

月２３日に実施することを決定した。第１回目の投票

で過半数の票を得た候補者がいなかった場合、最多

得票を獲得した２人の候補者による第２回決選投票

を第１回投票後２１日以内に行う必要があり、最も有

力な日程は１１月１３日とされている。次期大統領は、

パホル大統領の任期が終了する翌日の１２月２３日

に就任する予定。法律により大統領任期は連続２期

までと定められているため、パホル大統領は今回の

選挙に立候補することはできない。 

候補者は、８月２２日から正式立候補のための有

権者の署名集めを開始し、９月２８日までに署名を提

出する必要がある。大統領候補は、国会議員、政党、

有権者が推薦することができる。少なくとも１０人の国

民議会議員、または少なくとも５，０００人の有権者が

立候補を支持すれば、立候補は有効となる。選挙戦

は９月２２日に正式に開始され、１０月２１日まで行わ

れる。 

 また、地方選挙は１１月２０日、国民評議会選挙

は１１月２３日及び２４日にそれぞれ決定した。 

 

●世論調査、半数以上がゴロブ政権を支持【２５日】 

民間放送局ＰＯＰ ＴＶの世論調査によると、選挙

から３か月が経過した今、有権者のゴロブ政権に対

する支持率は５１％で、１か月前より２％低下した。自

由運動党の支持率は２７．８％で、前月よりわずかに

低下しており、マリヤン・シャレツ・リスト（ＬＭŠ）とアレ

ンカ・ブラトゥシェク党（ＳＡＢ）との合併がさらなる支持

をもたらさなかったことを示唆している。野党民主党

（ＳＤＳ）は１８．８％で横ばい。個人の支持率ランキン

グではロレダン保健相がトップとなった。 

 

●ゴロブ首相、度重なる国民投票のイニシアチブは

法の乱用と指摘【２９日】 

ゴロブ首相は、野党民主党（ＳＤＳ）が提起した国民

投票イニシアチブに対し、国民投票法が行政府と立

法府の権力を封じるために濫用されていると主張した。

このような戦術は、特に選挙に向けて逆効果になる

可能性があると述べ、ある政党が不見識な政策によ

って国家に過剰なコストをかけさせることはあり得な

いため、国民投票が何回行われるかに関係なく、同じ

日に行われるだろうとも述べた。 
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【外政等】 

●スロベニア独協力アクションプラン【１日】 

ファヨン外相は、就任後初の二国間の外遊としてド

イツのベアボック外相と会談し、３年間の戦略的協力

に関する共同行動計画に署名し、ウクライナにも関連

するスロベニアとドイツの協力関係をさらに強化する

ことを表明した。両氏は自国初の女性外相となったこ

とへの満足感、また今後の良好かつ建設的な協力関

係への自信を示した。 

 

●ストックホルム・イニシアチブへの参加【１日】 

スロベニア外務省は、核軍縮のためのストックホル

ム・イニシアチブが、核軍縮に関する国の現在の立場

に対応し、核兵器のない世界への道を開くものである

として、同イニシアチブに参加することを決定した。 

 

●コソボ大統領のスロベニア訪問【４日】 

 ４日、パホル大統領とオスマニ・コソボ大統領は、リ

ュブリャナで会談し、両国が西バルカンについて同じ

見解を有しており、欧州及び欧州・大西洋統合の枠

組みの中で同地域の平和で安全な未来を見ていると

述べた。パホル大統領は、ロシアによるウクライナ侵

攻を踏まえ、西バルカン地域を中心とした紛争の平

和的解決を改めて呼びかけ、同地域に対するＥＵの

関心が冷え込むと、同地域の「旧勢力」を刺激し、結

果として不安を引き起こす可能性があると警告した。

オスマニ大統領は、スロベニアは、大西洋の統合に

よって達成されるものを示す優れた例であると述べ、

スロベニアに対し、ヨーロッパの道を歩むための支

援、特にコソボ人に対するビザの自由化と、コソボの

ＥＵ加盟候補国としての地位獲得に向けた粘り強い

支援を要請したと述べた。 

 

●アルバニア大統領のスロベニア訪問【５日】 

パホル大統領は、リュブリャナでメタ・アルバニア大

統領と会談した。西バルカンにおけるＥＵ拡大の重要

性を強調するとともに、「同地域のＥＵへの統合が見

られない、曖昧な政治共同体の構想」に対して警告を

発した。パホル大統領は、「西バルカンの指導者数人

と話す機会があったが、皆この構想に非常に懸念を

抱いていた」、メタ大統領は「ＥＵはそのような道を歩

んではならない、歴史的な過ちとなる」とそれぞれ述

べた。 

 

●ファヨン外相のクロアチア訪問【６日】 

ファヨン外相は、クロアチアを就任後初めて訪問し、

グルリッチ＝ラドマン外務欧州相と会談を行ったほか、

ミラノビッチ大統領及びプレンコビッチ首相を表敬した。 

外相会談では、相互対話を通じて公の問題に対処

する両国の用意があることを確認した。ファヨン外相

は、国境問題も非公式なレベルから、より簡単な問題

から対処していくと述べた。グルリッチ＝ラドマン外相

は、クロアチアがすべての未解決問題に二国間対話

で対処することを決定したと述べ、スロベニアがクロ

アチアのシェンゲン圏およびユーロ圏への加盟、また

ＯＥＣＤへの加盟を支持していることに謝意を表明し

た。ファヨン外相はまた、両国間の国境のフェンスを

撤去するというスロベニア新政権の決定をグルリッ

チ・ラドマン外務欧州相に伝達した。また、「スロベニ

ア新政権は（国境に関する）仲裁裁判所の裁定を尊

重し、その履行を要求する。善隣関係の精神に基づ

き、我々は非公式のワーキングレベルにおいて、また

優先事項として、漁業や橋の修復といった具体的な

プロジェクトを解決していくことに合意した。」と述べた。 

ミラノビッチ大統領への表敬は、西バルカン、特に

ボスニア・ヘルツェゴビナへのＥＵ加盟候補国地位付

与の話に終始した。プレンコビッチ首相表敬において

は、ファヨン外相は、経済関係の強化と、スロベニア

のクルク島ＬＮＧターミナルからの液化天然ガス供給

への関心を表明した。 

 

●フィンランド・スウェーデンのＮＡＴＯ加盟議定書批

准【１４日】 

国民議会は、５日にブリュッセルで署名されたフィ

ンランドとスウェーデンのＮＡＴＯ加盟議定書を批准す

るための法案を可決した。左派党のみが、ＮＡＴＯの

拡大に反対し、スロベニアのＮＡＴＯ脱退を主張する

ことを改めて表明し、反対票を投じた。ゴロブ首相は

投票前に国民議会議員に対して、フィンランドとスウェ

ーデンのＮＡＴＯ加盟の決定は「歴史的」であると述べ、

加盟議定書を全会一致で批准するよう促した。また、

数十年、数世紀にわたって中立だった国々のＮＡＴＯ

加盟は、ロシアのウクライナに対する侵略の直接的

な帰結であると述べた。 

 

●ウクライナ・ゼレンスキー大統領の国民議会での

演説【８日】 

ゼレンスキー・ウクライナ大統領は、スロベニア国

民議会でビデオ通話により演説し、自由のために戦う

ウクライナへのスロベニアを含む欧州諸国の支援に

感謝を表明した。同大統領は、スロベニアの企業に

対し、ウクライナの戦後の未来のための復興計画に

参加するよう呼びかけた。ゼレンスキー大統領は、現

在前線に近いところにいると述べ、「ロシアは国際舞

台を含め、ウクライナの進歩を阻止しようとし続けて

いる」と述べる一方、モスクワはこの道を進み続ける

ための燃料を使い果たしつつあると強調した。また、

ウクライナは国際刑事裁判所の調査を要求し、ウクラ

イナにおけるすべての戦争犯罪が調査され、責任者

が責任を取らされるようにすると繰り返した。 

 また、ゼレンスキー大統領は、先日のＥＵ首脳会議

でウクライナのＥＵ加盟を支持したスロベニアや他の
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ＥＵ諸国に対して感謝の意を表明した。また、同大統

領は、ウクライナの夢はＥＵの本格的な加盟国になる

ことだとし、同国が領土の一体性を保つことが重要で

あり、ウクライナが「欧州の領土である」ことを強調し

た。また、ウクライナはＥＵの価値観を共有しており、

全面的に協力したいと考えていると述べた。 

 

●パホル大統領、安倍元総理の逝去に際し、日本へ

の哀悼の意を表明【８日】 

パホル大統領は、日本の安倍元総理が殺害され

たことについて、安倍元総理の家族、日本の天皇陛

下及び国民に哀悼の意を表し、ツイッターへのビデオ

投稿で「心からの傷と苦悩」を感じていると述べた。安

倍元総理はスロベニアと両国の包括的な協力関係の

深化に非常に好意的であったとし、「我々は常に彼に

感謝するだろう」と述べた。 

 

●ゴロブ首相の訪独【１２日】 

ゴロブ首相は、就任後初の二国間訪問としてベル

リンを訪問し、ショルツ独首相と会談した。会談では、

ウクライナ戦争に関連するエネルギー危機と、それに

伴うエネルギー安全保障の確保が重要なテーマの一

つとして取り上げられた。ゴロブ首相は会談後、「現

在のエネルギー危機はＥＵの優先テーマであり、ＥＵ

共同の解決策に勝る個別の解決策はない」と述べ、

欧州におけるエネルギー危機と来る冬の解決策は共

に見つけるしかなく、ロシアのガスなしでも供給削減

をせずに冬を越すことは可能であると述べた。 

両首相はまた、ＥＵ拡大に関して議論し、ゴロブ首

相は、ＥＵ拡大プロセスの枠組みの中で、西バルカン

諸国に特別な注意を向けるべきであるというスロベニ

ア政府の見解を繰り返した。また、ゴロブ首相は、ＥＵ

の西バルカン地域への拡大は、同地域の安全、安定、

進歩のための最良の保証であると述べた。 

ショルツ首相との会談後、ゴロブ首相のベルリン訪

問に同行したクメル・インフラ大臣を含む首相一行は、

ドイツの大手エネルギー企業の代表者とも会談し、エ

ネルギー分野の現状について意見を交換した。 

 

●欧州委員会、電気通信法制をめぐりスロベニアを

提訴【１２日】 

デジタル変革庁は、欧州委員会が電子通信法に関

するＥＵ指令の国内法への反映に失敗したとしてスロ

ベニアを提訴したことを発表した。ストイメノヴァ＝ドゥ

フ・デジタル変革担当大臣は、スロベニアが期限まで

にこのＥＵ指令の一部を国内法に反映できなかったこ

とに不満を表明し、関連法案の成立が最優先事項の

１つであると述べている。新電気通信法案は７月１日

に第一読会を通過しており、ストイメノヴァ＝ドゥフ大

臣は、適切な修正がなされた上で、秋には同法案が

通過する見込みである旨述べた。 

 

●ハンガリー大統領のスロベニア訪問【１５日】 

パホル大統領はスロベニアを公式訪問したノヴァ

ク・ハンガリー大統領と会談し、二国間関係について

互いに賞賛するとともに、ウクライナでの戦争とその

結果が地域とヨーロッパにとって大きな課題であり、

共同かつ統一された解決策が必要だと指摘した。パ

ホル大統領は、ノヴァク大統領が就任後初の公式訪

問先にスロベニアを選んだことに象徴されるように、

「スロベニアとハンガリーとの関係の輝かしい継続」を

強調した。ノヴァク大統領も信頼と良好な関係に言及

し、ハンガリーおよびスロベニアの少数民族の権利に

対する配慮についても言及した。 

 

●ボスニアのＥＵ加盟候補国地位に関するパホル大

統領書簡への回答【１５日】 

パホル大統領は、ボスニア・ヘルツェゴビナにＥＵ

加盟候補国の地位を与えることを提唱した６月１４日

の書簡に対するミシェル欧州理事会議長の返事を受

け取った。ミシェル氏は、ＥＵは西バルカン諸国のＥＵ

加盟の意向に完全かつ揺るぎなくコミットしており、Ｅ

Ｕ加盟のプロセスの加速を支持しているとした。また、

６月２３日のＥＵ首脳会合は、ボスニアに加盟候補国

の地位を与える用意があることを強調し、ボスニアの

すべての政治指導者に対し、公約を守り、必要な改

革を速やかに実施するよう呼びかけたと述べた。 

 

●北マケドニア、アルバニアのＥＵ加盟交渉開始を歓

迎【１９日】 

１９日、パホル大統領とゴロブ首相は、アルバニア

と北マケドニアとのＥＵ加盟交渉の開始を歓迎し、パ

ホル大統領は「西バルカン諸国における欧州の展望

に対する信頼を高める、最近の数少ない朗報の一つ」

と評した。ゴロブ首相は、アルバニアと北マケドニアの

リーダーの忍耐と指導力を称賛しつつ、「両国のＥＵ

加盟に向けた歴史的かつ待望の一歩」と表現した。ま

た、政府は、ＥＵの西バルカン地域全体への拡大に

ついて、今後も断固として支持することを約束した。 

２０日、パホル大統領は、ペンダロフスキ・北マケド

ニア大統領と電話会談を行い、北マケドニアのＥＵ加

盟交渉開始について協議した。パホル大統領は、こ

れは北マケドニアの慎重な政策の成果であると述べ、

ペンダロフスキ大統領は、北マケドニアのＥＵ加盟に

向けた努力に対するスロベニアの支援に謝意を表明

した。 

 

●ゴロブ首相のボスニアのＥＵ候補国入りに関する

書簡【１９日】 

ゴロブ首相は、フォン・デア・ライエン欧州委員会委

員長とミシェル欧州理事会議長に対し、ボスニア・ヘ

ルツェゴビナが現実的な条件の充足に基づきＥＵ候
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補国の地位を与えられるよう要請した。また、同国の

情勢と欧州の新たな地政学的現実に対するＥＵの責

任分担を考慮しなければならないと述べた。 

 

●ロシア、スロベニアを非友好国リストに追加【２２日】 

ロシアは、スロベニアを「非友好的」リストに追加し

た。スロベニアはロシア国内の外交団が採用できる

現地職員の雇用ができなくなる。ロシアの報道機関タ

ス通信はロシア政府の発表を引用し、「政府は、ロシ

アの在外公館に対して非友好的な行為を行う外国国

家のリストを更新した。同リストには、ギリシャ、デンマ

ーク、スロバキア、スロベニア、クロアチアも含まれて

いる」とした。外務省は、同決定はモスクワのスロベニ

ア大使館の館員には影響しないことを指摘しつつ、こ

の動きを遺憾とした。 

 

●新駐スロベニア・ウクライナ大使の就任【２２日】 

アンドレイ・タラン新駐スロベニア・ウクライナ大使

は、パホル大統領に信任状を提出し、スロベニアでの

任務を正式に開始した。元ウクライナ国防相である同

大使は、５月上旬にゼレンスキー大統領によって任

命されていた。 

 

●ヴォウク副大臣によるクロアチアのシェンゲン圏入

りに関するコメント【２３日】 

ヴォウク首相府副大臣は、シェンゲン圏に入ること

により、クロアチアは法律上、スロベニアを含むすで

に圏内に加盟している国々の国境を承認することに

なり、したがって間接的に国境の仲裁決定も認めるこ

とになると語った。ヴォウク副大臣は、スロベニアがク

ロアチアとの国境でシェンゲンを一時的に停止せざる

を得なくなった場合、「海上の国境は仲裁決定により

決定された場所であることが当然明らかになる」と述

べた。同副大臣は、クロアチアがシェンゲン圏に入る

際に尊重しなければならない重要な文書である「シェ

ンゲン協定を実施する条約」を根拠としている。 

 

●ファヨン外相のウクライナ訪問【２７、２８日】 

２７日、ファヨン外相はウクライナを実務訪問し、シ

ュミハリ・ウクライナ首相、クレーバ同国外務大臣、ク

リチコ・キーウ市長、ウクライナ投資庁長官と面会した。

ファヨン外相は、ウクライナとの会談において、ロシア

の侵略による壊滅的な結果への対処とＥＵ統合への

障害の克服の両面において、スロベニアが引き続き

ウクライナを支援することを約束した。 

ファヨン外相は、スロベニアはＮＧＯの貢献と合わ

せると、８８０万ユーロの貢献をしている旨述べた。ま

た、同外相は、地雷除去や負傷者のリハビリなど、ス

ロベニアの専門知識を活かして協力したい具体的な

人道支援プロジェクトについて話し合った旨述べた。

ロシアによるウクライナ侵攻が始まって以来、スロベ

ニア政府はウクライナに３２０万ユーロの公式な人道

的援助を提供している。ウクライナ難民を保護し、ル

ハンスク孤児院から２０人の孤児を受け入れている。

また、スロベニアのＮＧＯは、ウクライナおよびウクラ

イナ難民のニーズに応えるため、５５０万ユーロを寄

付した。 

ファヨン大臣は市民が虐殺されたキーウ近郊のイ

ルピンも訪問した。同外相は、このような行為は国際

人道法および人権の重大な侵害であると最も強い言

葉で非難し、加害者が罰せられないままではいけな

いと強調した。 

同訪問に際し、現在の状況に鑑みて重要性が増し

ているサイバーセキュリティに関する覚書が締結され

た。また、ファヨン外相は訪問中、ウクライナの戦後復

興に参加するスロベニア人ビジネスマンの関心につ

いても紹介した。ウクライナ側は、スロベニアの自治

体もウクライナの復興に携わることを希望している旨

表明した。 

 

●国連、スロベニアが共同提案した環境決議を採択

【２８日】 

国連総会は、清潔で健康的かつ持続可能な環境

へのアクセスを普遍的人権と宣言する歴史的な決議

を採択した。スロベニアを含む有志国が提案し、同国

が重要な役割を果たした。「この決議は、環境と人権

を結びつけ、新しい世代への希望を強めるという、国

際社会全体にとって重要なマイルストーンである」と、

ボシュトヤン・マロヴルフ国連大使は述べた。 
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経済 

 
【経済一般、指標・統計】 

●６月の失業者総数、失業率は共に引き続き減少【５

日、２９日】 

６月の登録失業者数は減少を続け、１９９０年以来

の低水準に達した。月末時点で、５３，８６０人の失業

者が雇用サービスに登録されており、５月より３．６％、

前年同月比では２４．２％減少している。６月末時点

の登録失業者数は５月より１，９９４人、昨年６月と比

較すると１７，２３４人減少している。新規失業者数は

３，９４９人で、５月より２％増、前年同月比１１．８％

増、就職者数は３，６１８人で、５月より６．５％減、前

年同月比３６％減となった。新規登録者の多くは、有

期雇用の満了に伴う失業者であった。 

６月のスロベニアの失業率は３．８％で、５月に比

べ０．１ポイント、前年同月比では０．６ポイントの減少

となった。 

 

●欧州委員会によるスロベニアのＧＤＰ予測【１４日】 

欧州委員会は、スロベニアの今年のＧＤＰ成長率

予想を３．７％から５．４％に引き上げたが、２０２３年

の成長率予測を３．１％から１．０％に引き下げた。ス

ロベニアは、昨年からの強い持ち越し効果により、今

年はポルトガルに次いでＥＵで２番目に高い成長率を

遂げると予想されている。来年はスウェーデン、イタリ

アに次いでＥＵで３番目に低い成長率となり、ユーロ

圏平均の１．４％をも下回る見通し。 

 

●コペル－ディヴァチャ間鉄道プロジェクトで１２０万

ユーロの附属書に調印【２２日】 

コペル－ディヴァチャ鉄道プロジェクトの運営会社

である２ＴＤＫは、建設現場となる道路の建設で予期

せぬ工事が発生したため、１，１２０万ユーロ規模の

附属書に署名したと発表した。このため、道路の価格

は１４２０万ユーロ、付加価値税を含めると１，７３０万

ユーロに上昇した。最終的な価格は、投資計画の見

積もり額である２，２５０万ユーロを大幅に下回ると２Ｔ

ＤＫは述べている。 

 

●年間インフレ率１１％に上昇【２９日】 

７月の年間インフレ率は１１％に加速し、前月から０．

６ポイント上昇した。主に石油製品の価格高騰が原因

である。これは、１９９５年８月以来の高い年間インフ

レ率である。石油製品価格の上昇は、年間インフレ率

に２．１ポイント、月間インフレ率１％に半ポイントも寄

与している。また、食品価格の１３．５％上昇により２

ポイント、電気料金の３０．４％上昇により１．１ポイン

ト、それぞれ上昇した。ＥＵ指標である消費者物価指

数では、年間１１．７％、月間０．９％の伸びとなった。 

ゴロブ首相は、生活費上昇の影響を緩和するため

の政府の施策は、９月以降のインフレに効果を発揮

するはずであるとコメントした。８月のインフレ率はさら

に高くなる可能性があるとし、政府はインフレ率を１

０％以下に抑えることを望んでいると付け加えた。 
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【企業、産業の動向】 

●ＯＥＣＤ報告書【４日】 

 ＯＥＣＤの２０２２年のスロベニア経済レビューは、短

期的には高いインフレ率に焦点を当て、生産性を高

め、成長をより持続可能にし、高齢化に対処する改革

を加速することを推奨している。改革が行われなけれ

ば、年金、医療、労働市場にさらなる圧力がかかるこ

とになる。スロベニアは新型コロナウイルス後、力強く

回復したが、その経済活動は高インフレ、サプライチ

ェーンのボトルネック、ウクライナでの戦争によって妨

げられているとされている。 

 

●ゲオプリン社はイタリアのＬＮＧターミナル容量の入

札に参加予定【７日】 

ガス販売業者のゲオプリン社は、ヴェネツィア近郊

のロヴィゴにあるＬＮＧターミナルの容量の入札に参

加する予定であると述べた。同社は１か月以上前に

クロアチアのクルク島のＬＮＧターミナルの予備容量

の契約に失敗している。同ターミナルのキャパシティ

は２０２７年まで予約済みとなっていたが、クロアチア

政府はターミナルを拡張すると発表しており、同社は

そちらにも関心を示している。 

 

●ペトロル社が９月からの電気及びガスの値上げを

発表【７日】 

 ペトロル社は９月からの電気及びガスの値上げを発

表し、来年は更に値上がりとなる見込みとなった。一

般的な家庭では電気料金が１か月あたりの電気料金

が１３％、ガス料金が４３％上がることになる。 

 

●スロベニア３番目の衛星打ち上げ【１３日】 

スロベニアのマリボル大学で開発された超小型衛

星Ｔｒｉｓａｔ－Ｒが１５時過ぎにフランス領ギアナで宇宙

へ打ち上げられた。この衛星は、欧州の新型ロケット

Ｖｅｇａ－Ｃに搭載され、スロベニア製の３番目の衛星

として宇宙へ運ばれた。 

 

●電気料金の上限設定【１４日】 

クメル・インフラ大臣は閣議後の記者会見において、

２０２２年９月１日から２０２３年８月まで、一般家庭と

中小企業の電気料金に上限が設けられ、一般家庭

の電気料金は事業者によって現在より１５％から６

０％安くなると発表した。同大臣によると、税の引き下

げと電力会社の利益を減らす措置の組み合わせによ

り、価格は低く抑えられるという。電力消費税は従来

の５０％に据え置かれ、再生可能エネルギーに対す

る負担は９月に半額になる予定。 

 

●太陽光発電【１５日】 

政府は、太陽光発電の生産能力を増強するための

準備を進めており、１４日、ゴロブ首相は、今後３年間

に一般家庭でも利用できる「巨大な太陽光発電所」を

設置する計画を発表した。政府はクメル・インフラ大

臣に対し、国営送電線事業者ＥＬＥＳおよび配電シス

テム事業者ＳＯＤＯと協力して、２０２５年までに太陽

光発電の容量を１０００メガワット増加させる計画を立

案するよう命じた。 

 プトゥイ近郊のズラトリチェのスロベニア最大の水力

発電所の複合施設に、第一フェーズとして２．５メガワ

ットピーク（ＭＷｐ）の太陽光発電所が接続された。最

終的には３０ＭＷｐの太陽光発電所となり、年間３７，

０００メガワット（ＭＷｈ）以上のグリーン電力を発電で

きるようになる予定。プロジェクトは２００万ユーロ強

規模、水力発電所の運営会社であるＤＥＭ社の投資

によって実施される。 

 

●ＥＵ全加盟国のガス消費量を一律削減へ【２２日】 

スロベニアは、現在のガス供給危機への統一的な対

応を確保するためのＥＵレベルでの協調措置を歓迎

し、強制的な削減を導入する必要がある場合には、Ｅ

Ｕ全加盟国で一律１５％ガス消費を削減することを支

持した。商工会議所（ＧＺＳ）のカンタルッティ事務局長

は、調査の結果、スロベニアの産業界はガス消費量

を１０％削減できることが分かったとし、「我々はその

目標に近いと思うし、産業界もその役割を果たすだろ

う。同措置は妥当だと思う」と述べた。 

 

●農家への支援、国による小麦買入れ及び基礎的

食料品の価格監視【１日、１９日】 

１日、ゴロブ首相は、国が農家に対して様々な目的

で２，２００万ユーロ以上の援助を行うことを発表した。

明確な買い手と安定した価格を農家に提供するため、

商品備蓄庁を通じてスロベニアで今年収穫される小

麦の全量を購入する予定。ゴロブ首相は「世界、特に

ウクライナの状況は日々悪化しており、それは物価だ

けでなく、食料の入手可能性にも表れている」と指摘

した。同時に、農業省が商工会議所と協力して定期

的に価格を監視する１５品目のリストを作成すること

も発表された。対象品目には、小麦製品（小麦、白パ

ン及びパスタ）、肉類（牛ステーキ、豚ステーキ及び鶏

フィレ）、乳製品（牛乳、液体ヨーグルト、セミハードチ

ーズ、セミファットチーズ及びバター）、鶏卵、リンゴ、

ポテト、ひまわり油、白糖が含まれる予定。 

 

●エネルギー関係の軽減税率、ロシア産ガスからの

脱却計画【２１日】 

政府は９月１日以降、一般家庭、小企業、基本的な

社会サービス事業者向けのガス料金に上限を設ける

ことを決定した。エネルギー物品税は政府の決定が

あるまで半減、付加価値税は来年５月３１日まで２

２％から９．５％に引き下げられる。政府はまた、国内

の主要ガス供給会社に対し、３年以内にロシアのガ
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スを完全に停止するための行動計画を作成するよう

命じた。家庭用ガス価格の上限は付加価値税抜きで

１ｋＷ／ｈあたり０．０７３００ユーロ、小規模事業者と

社会サービス事業者の上限は付加価値税抜きで１ｋ

Ｗ／ｈあたり０．０７９００ユーロに設定される予定。 

 

●ソルカン水力発電所、旱魃のため停止【２８日】 

ソルカン水力発電所は、長引く干ばつによりソチャ

川の流量が極端に少なくなったため、一時的に停止

している。前回同様の事態が発生したのは２００３年

であった。発電所の運営会社であるＳＥＮＧ社は、川

の平均流量が非常に少なく、タービンを安全に稼働さ

せることができなかったと述べている。親会社のＨＳＥ

によると、ＳＥＮＧ社は今年上半期に計画出力の５

４％しか実現できなかったという。ドラヴァ川とサヴァ

川の発電所も同様の状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治安 

 
●強盗事件【１４日】 

平日午前８時３０分頃、リュブリャナ中心部の宝石

店で強盗事件が発生した。犯人の男は店員を脅して

現金を要求した。負傷者はなかった。 

 

●沿岸部クラス地方の山火事【２５日】 

（※７月１７日から）１週間以上にわたったクラス西

部の大規模山火事は２４日（日）に鎮火され、消火活

動にあたってきた外国空軍部隊はすべて撤退した。

この火災は、スロベニアがこれまでに直面した最大の

もので、約３，０００〜３，５００ヘクタールに広がった。

パホル大統領は、鎮火のためにスロベニアに協力し

た各国（イタリア、クロアチア、セルビア、スロバキア、

オーストリア、ハンガリー、ルーマニア）の大統領と電

話会談し、それぞれの国がスロベニアに提供した

様々な形の援助に感謝した。環境省は、今後全国的

に雨が降っても、ボーラ風によってすぐに乾燥してし

まうため、長期的に干ばつを緩和し、水資源を補充す

るのには十分ではないだろうと述べた。 

２８日、政府は山火事被害の援助をＥＵ連帯基金

に求める予定であると述べた。国防省で被害評価報

告書を９月中旬までに作成させる予定である。クラス

地域は第一次世界大戦時の数千個の爆発物が散乱

しており、極度の熱にさらされると爆発する可能性が

ある。５００個以上の爆弾が火災の際に爆発し、その

後鎮火したが、この地域は依然として危険なままであ

る。不発弾処理班は２５０個以上、総重量１．４トンの

不発弾を発見した。 
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新型コロナウイルス関連情報 

 
●再ブースター接種をすべての成人に提供【１９日】 

予防接種に関する国の諮問委員会は、特に脆弱

な患者（介護施設居住者、８０歳以上の高齢者）に２

度目のブースターワクチン接種を強く推奨する一方、

６０歳以上のすべての人に対しても推奨している。再

ブースター接種または４回目のワクチン接種は１８歳

以上のすべての人に許可されることになる。今後、ワ

クチン提供業者が最新の指示を受けたのち提供が開

始される。 

 

●コロナの感染拡大により、一部のグループに在宅

勤務を推奨【２２日】 

感染者数が増加しているため、新型コロナウイル

スタスクフォースは、すべての屋内公共スペースでの

フェイスマスク着用を再導入し、医療システムでマス

ク着用を再び義務化することを提案した。脆弱なグル

ープや６０歳以上の人々には、在宅勤務やワクチン

接種をするよう促している。タスクフォースのファファ

ンゲル氏は、「雇用主には在宅勤務を可能にするよう

求めている」と述べた。 
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スロベニア日本国大使館 
電話：＋３８６－１－２００－８２８１又は８２８２、Ｆａｘ：＋３８６－１－２５１－１８２２、Ｅｍａｉｌ：ｉｎｆｏ＠ｓ２．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ 

Ｗｅｂ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｗｅｂｓｉｔｅ＿ｊｐ／ｉｎｄｅｘ＿ｊ．ｈｔｍｌ 

●本資料は、スロベニアに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。新たに配信を希望される方、あ

るいは今後配信を希望されない方は、以下のメールアドレスにご連絡ください。 

 ｉｎｆｏ＠ｓ２．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ 

★在スロベニア日本国大使館のフェイスブックもご覧ください！ 

スロベニアにおける日本の外交活動、文化行事のお知らせ等の情報を随時発信しております。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｆａｃｅｂｏｏｋ．ｃｏｍ／Ｅｍｂａｓｓｙ．ｏｆ．Ｊａｐａｎ．ｉｎ．Ｓｌｏｖｅｎｉａ 

★スロベニア人向けニュースレター「Ｌｉｖｉｎｇ ｉｎ Ｊａｐａｎ」のご紹介 

当館では、毎月スロベニア人向けに日本紹介のニュースレター「Ｌｉｖｉｎｇ ｉｎ Ｊａｐａｎ （Žｉｖｌｊｅｎｊｅ ｎａ Ｊａｐｏｎｓｋｅ

ｍ）」をスロベニア語で発信しています。今年は各都道府県に焦点を当てて、各地の歴史・産業・観光・物産品等を

紹介してまいります。このニュースレターは当館のホームページでも公開しておりますので、どうぞご覧下さい。ｈｔｔｐ

ｓ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｉｔｐｒ＿ｓｉ／Ｚｉｖｌｊｅｎｊｅ＿ｎａ＿Ｊａｐｏｎｓｋｅｍ．ｈｔｍｌ 

 

【領事班からのお知らせ】 

●スロベニアに９０日以上滞在される方は、在留届を提出してください。在留届の提出は、オンライン在留届（ＯＲＲ

ネット）が便利ですので、ぜひご利用ください。なお、過去に書面で在留届をご提出されている方でも、当館窓口にお

いてお手続きいただくことで、オンライン在留届への切替が可能です。切替をご希望の方は、当館領事警備班まで

お問合せください。 

【外務省オンライン在留届】： ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｅｚａｉｒｙｕ．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ／ 

●新型コロナウイルス：引き続き最新情報を入手し、感染予防に努めてください。当館ＨＰでは、新型コロナウイルス

に関するスロベニアの出入国規制などについてまとめたものを公開していますのでそちらもご覧ください。なお、規

制は突然変更となる場合がありますので、最新情報についてはスロベニア当局にご確認いただくようお願いいたし

ます。 

【当館まとめページ】ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｉｔｐｒ＿ｊａ／１１＿０００００１＿０００２７．ｈｔｍｌ 

●新型コロナウイルスに罹患し、療養期間後に回復したものの、ＰＣＲ検査で陽性の結果が続くため日本に帰国で

きない場合には、スロベニア政府が定める療養期間の経過後、関係書類を在外公館に提出していただくことで、在

外公館が領事レターを作成し、それを陰性証明書に代えて日本に入国できる場合があります。詳細は、以下のリン

ク先をご確認ください。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｆｉｌｅｓ／１００３７０５９７．ｐｄｆ 

●当地での在留許可取得や在留許可延長手続の際に必要となる警察（犯罪経歴）証明については、申請から交付

までに約２～３か月かかります。お手続きに必要となる期間をあらかじめ考慮していただき、余裕を持って申請を行

っていただくようお願いいたします。 

 

【参考情報】 

１．外務省海外安全ホームページ 

本サイトでは、各国・地域での新型コロナウイルスの発生状況、新型コロナウイルス（日本からの渡航者・日本人に

対する各国・地域の入国制限措置及び入国・入域後の行動制限）等の情報を掲載しています。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ａｎｚｅｎ．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ／ 

 

２．たびレジ簡易登録 

本サービスは、メールアドレスとメール配信を希望する国・地域を選択するだけで、当該在外公館から領事メールを

受信することが出来ます。ぜひご活用下さい。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｅｚａｉｒｙｕ．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ／ｔａｂｉｒｅｇ／ｓｉｍｐｌｅ／ｒｅｇｉｓｔｅｒ 

 

３．スロベニア国立公衆衛生局は、国内状況や感染予防の方法等について公開しています。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｎｉｊｚ．ｓｉ 

（主にスロベニア語） 

４．スロベニア政府が、新型コロナウイルスに関する特設サイトを開設しました。コロナウイルスに関連した保健省の

特設電話番号はこちらに掲載されています。 
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ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｇｏｖ．ｓｉ／ｅｎ／ｔｏｐｉｃｓ／ｃｏｒｏｎａｖｉｒｕｓ－ｄｉｓｅａｓｅ－ｃｏｖｉｄ－１９／ 

 

５．新型コロナウイルス感染症に備えて ～一人ひとりができる対策を知っておこう～（首相官邸） 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｋａｎｔｅｉ．ｇｏ．ｊｐ／ｊｐ／ｈｅａｄｌｉｎｅ／ｋａｎｓｅｎｓｈｏ／ｃｏｒｏｎａｖｉｒｕｓ．ｈｔｍｌ 

 

６．新型コロナウイルス感染症に関する情報について（厚生労働省）ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｓｔｆ／ｓｅｉｓａ

ｋｕｎｉｔｓｕｉｔｅ／ｂｕｎｙａ／００００１６４７０８＿００００１．ｈｔｍｌ 

 

７．リュブリャナ空港ホームページ 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｆｒａｐｏｒｔ－ｓｌｏｖｅｎｉｊａ．ｓｉ／ｅｎ．ｈｔｍｌ 

 

８．スロベニア政府の下記のツイッターアカウント等で、随時情報発信が行われておりますので、こちらもご確認くだ

さい。 

●政府（英語）：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｇｏｖｓｌｏｖｅｎｉａ 

●政府（スロベニア語）：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｖｌａｄａｒｓ 

（英語版と若干内容が異なります。） 

●外務省：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｍｚｚｒｓ 

（主にスロベニア語） 

●保健省：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｍｉｎｚｄｒａｖｊｅ 

（主にスロベニア語） 

 

【広報文化班からのお知らせ】 

●国際交流基金海外巡回展「構築環境：もう一つの日本ガイド」開催 

 日本の各都道府県に現存する建築、土木、ランドスケープなど８０点を取り上げ、写真とテキストと映像で紹介しま

す。地理的に多様で、多くの自然災害に見舞われてきた日本において、人々が自然環境とどのように対話し格闘し

てきたか、どのように地域性を継承し創造してきたかという観点から、日本各地の建造物を取り上げて、従来あまり

紹介されてこなかった日本の一面を紹介する展示となっております。入場無料です。 

○開催期間：７月１１日（月）～８月２０日（土） 

○会場名：Ｃａｎｋａｒｊｅｖ Ｄｏｍ， Ｐｒｅšｅｒｎｏｖａ ｃｅｓｔａ １０， １０００ Ｌｊｕｂｌｊａｎａ 

○主催者／共催者：当館、国際交流基金、Ｃａｎｋａｒｊｅｖ Ｄｏｍ、Ｃｅｎｔｒｅ ｆｏｒ Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ Ｓｌｏｖｅｎｉａ 

○特設ＨＰ：ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｉｔｐｒ＿ｊａ／１１＿０００００１＿００６１７．ｈｔｍｌ 

 

●赤石路代漫画原画展開催中 

 漫画家として長年活躍されている赤石路代先生の漫画原画展が開催中です。 

○開催期間：８月末日まで 

○会場：Ｋｎｊｉžｎｉｃａ Šｉšｋａ， Ｔｒｇ ｋｏｍａｎｄａｎｔａ Ｓｔａｎｅｔａ ８， １０００ Ｌｊｕｂｌｊａｎａ 

○特設ＨＰ： ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｉｔｐｒ＿ｊａ／１１＿０００００１＿００６０９．ｈｔｍｌ 

 

●スロベニア語字幕付Ｊａｐａｎ Ｖｉｄｅｏ Ｔｏｐｉｃｓ配信中 

 当館ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルにおいて、日本の文化や技術を紹介するＪａｐａｎ Ｖｉｄｅｏ Ｔｏｐｉｃｓのスロベニア語字幕

版（英語音声）を配信しております。 

Ｅｍｂａｓｓｙ ｏｆ Ｊａｐａｎ ｉｎ Ｓｌｏｖｅｎｉａ － ＹｏｕＴｕｂｅ 

 

●最新情報は、当館フェイスブックでチェック！ 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｆａｃｅｂｏｏｋ．ｃｏｍ／Ｅｍｂａｓｓｙ．ｏｆ．Ｊａｐａｎ．ｉｎ．Ｓｌｏｖｅｎｉａ／ 

(c)赤石路代 


